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第１章 計画の策定に当たって                      

 １ 計画策定の趣旨 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

 ２ 計画の位置付け ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

 ３ 計画の期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

 ４ 男女共同参画をめぐる本県の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・   

 ５ 日本の男女共同参画状況の国際比較・・・・・・・・・・・・・・・・   

 

第２章 計画の基本的な考え方                   

 １ 計画の目標 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 ２ 計画を推進するための基本的な視点 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 ３ 条例の基本理念と計画の基本目標・ ・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 ４ 計画の体系 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 ５ 計画の推進指標 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

第３章 計画の内容                         

  目指す姿 Ⅰ    あらゆる分野における男女共同参画の推進  ・・・・・・・    

 基本目標 Ⅰ-１  政策や方針の立案及び決定への女性の参画拡大 ・・・・・    

 基本目標 Ⅰ-２  生活の場における男女共同参画の推進 ・・・・・・・・・    

  目指す姿 Ⅱ   経済社会における女性活躍の拡大   ・・・・・・・・・・     

 基本目標 Ⅱ-１  働く場における女性活躍の推進  ・・・・・・・・・・・    

 基本目標 Ⅱ-２  誰もが働きやすい職場環境づくり ・・・・・・・・・    

  目指す姿 Ⅲ   誰もが安全・安心に暮らせる社会の実現   ・・・・・・・     

 基本目標 Ⅲ-１  ジェンダーに基づくあらゆる暴力の根絶 ・・・・・・・・    

 基本目標 Ⅲ-２  生活上の様々な困難への支援と多様性の尊重 ・・・・・・    

 基本目標 Ⅲ-３  生涯を通じた男女の健康支援と命への配慮 ・・・・・・・   

 基本目標 Ⅲ-４  男女共同参画の視点に立った防災対策の推進 ・・・・・・   

  目指す姿 Ⅳ ジェンダー平等・男女共同参画の実現に向けた意識改革・教育の推進・     

 基本目標 Ⅳ-１  固定的性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアス 

         （無意識の思い込みや偏見）の解消 ・・・・・・・・・・     

 基本目標 Ⅳ-２  男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実 ・・・・・   

 

第４章 計画の推進体制                       
 １ 総合的な推進体制 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   

 ２ 男女共同参画推進センター（With You さいたま）による男女共同参画 

   の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   
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 ３ 市町村の推進体制の整備への支援と市町村との連携 ・・・・・・・・・   

 ４ 国等・県民・事業者・民間団体との連携 ・・・・・・・・・・・・・・   

 ５ 計画推進の基盤となる調査研究の実施と計画の進行管理  ・・・・・・・ 

 

参考資料                                 

 １ 計画策定の経緯 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   

 ２ 計画の推進体制図 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   

 ３ 男女共同参画をめぐる動き ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   

 ４ 関係法令 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   

   男女共同参画社会基本法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・    

   埼玉県男女共同参画推進条例 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   

   女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 ・・・・・・・・・・   

   配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律 ・・・・・・・   

   困難な問題を抱える女性への支援に関する法律  ・・・・・・・・・・   

   政治分野における男女共同参画の推進に関する法律 ・・・・・・・・・   

   女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約 ・・・・・・・・   

 ５ 用語の解説（本文中に＊を付した語句の解説） ・・・・・・・・・・・・ 

 

○ グラフの集計は、小数点以下第2位を四捨五入し、小数点以下第1位まで表記してあります。このため、各回答率

（％）を足し上げても100％とならない場合があります。 
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第３章 計画の内容 

目指す姿Ⅰ あらゆる分野における男女共同参画の推進 

（目指す姿） 

○ 政策・方針決定過程に女性の参画拡大が図られ、男女共同参画が進んでいます。急速 

 な少子高齢化や人口減少が進む中でも、多様な視点が確保され、社会経済情勢の変化に 

 対応できる豊かで活力ある持続可能な社会を生み出すとともに、誰もが暮らしやすい社 

 会の実現につながっています。 

○ 家事・子育て・介護・地域活動における、固定的性別役割分担意識やアンコンシャス・

バイアス（無意識の思い込みや偏見）*の認知も進み、それらの悪影響を極力排して、性

別を問わずに あらゆる分野に参画できることの重要性が社会に浸透してきています。性

別を問わず参画が進むことで、ジェンダー平等社会が実現します。 

○ 旧来型の家庭や社会における男女の偏りは是正され、社会構造や働き方、家庭での在

りようなどが変化することにより、性別を問わずあらゆる分野に参画できることは、誰も

が暮らしやすい多様な幸せ（ウェルビーイング）につながります。 

 

基本目標 Ⅰー１ 

 政策や方針の立案及び決定への女性の参画拡大 
 

（現状と課題） 

 県や市町村における女性管理職や審議会などの女性委員の割合や、民間企業管理職など 

における女性の割合は、女性の参画拡大に向けた取組により、着実に上昇傾向にあります。 

 しかしながら、政策や方針の立案及び決定への女性の参画はまだ十分ではありません。

あらゆる分野における女性の参画を拡大していくために、県が率先して女性活躍を進める

とともに、市町村、事業所、各種団体などにおける取組を促進していく必要があります。 

 

県の審議会などにおける女性の委員数と割合の推移 

 

資料：県男女共同参画課調べ（各年 4月 1日現在） 
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県内市町村審議会などにおける女性の委員数と割合の推移 

 

資料：県男女共同参画課調べ（各年 4月 1日現在） 

 

 

民間企業の階級別役職者に占める女性の割合の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成 

（注） 令和 2 年から、役職者は、10 人以上の常用労働者を雇用する企業を集計対象とするよう変更しているが、令和元年以前

の企業規模区分（100 人以上の常用労働者を雇用する企業）と比較可能となるよう、同様の企業規模区分の数値により算

出。 
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埼玉県女性職員・女性役付職員の割合の推移 

 
※病院局の地方独立行政法人化に伴い、R3 年度は病院局を含まない 

                            資料：県人事課調べ（教育局・警察を除く） 

 

 

市町村における女性の職員・役付職員の割合の推移 

 

                                     資料：県男女共同参画課調べ 
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施策の基本的な方向  

（１）県における政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

 

 県審議会などの委員への女性の登用促進、女性の行政職員・教職員・警察職員などの職

域拡大や管理職への登用について、県における取組を進めます。 

 

推進項目                                                                  

① 県審議会などの委員への女性の登用促進（全庁） 

 ア 目標値や公募枠設定による女性の登用促進 

 イ 推薦団体への協力要請 

 ウ 女性の学識経験者の登用促進 

 

② 県が設置する要綱に基づく協議会などの委員への女性の登用促進（全庁） 

 ア 目標値や公募枠設定による女性の登用促進 

 イ 推薦団体への協力要請 

 ウ 女性の学識経験者の登用促進 

 

③ 第２次埼玉県女性活躍・子育て応援事業主プラン*に基づく、女性県職員の活躍の推進 

（総務部） 

 ア 女性管理職の更なる増加に向けた登用の推進 

   令和１２年度末までに、県職員の管理職に占める女性の割合を概ね２０％、役付職

員に占める女性の割合を概ね３５％とする登用推進 

 イ 女性職員のキャリア形成における不安解消や意欲向上の支援の推進 

 ウ 多様性のある県庁に向けた女性職員の確保の推進 

 

④ 第２次埼玉県教育委員会女性活躍・子育て応援事業主プラン*に基づく、教育局職員、

県立 

 学校教職員、市町村立小・中・特別支援学校教職員の活躍の推進（教育局） 

 ア 教育局職員、県立学校教職員、市町村立小・中・特別支援学校教職員を合わせた、 

  教育委員会全体の管理職における女性の割合を令和１２年度末までに概ね２３％程度 

  とする登用推進 

 イ 管理職としての意識・能力の向上のための研修の実施 

 

⑤ 埼玉県警察職員いきいき推進計画「明るい未来へシラコバトプラン」に基づく、女性

県警職員の活躍の推進（警察本部） 

 ア 女性職員の積極的な採用 

 イ 幹部登用を指向した人材の育成 

 

⑥ デジタル技術の活用を前提とした働き方改革の推進（企画財政部） 
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 施策の基本的な方向  

（２）市町村、事業所・各種団体における政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

 

  市町村における女性の職域拡大・管理職への登用や、市町村審議会委員などへの女性の登 

用が進むよう支援を行います。 

  あらゆる機会を通じて、女性の登用などについて事業所や各種団体（経済団体、労働団 

体、地域団体、福祉団体など）へ協力を要請し、社会的気運の醸成を図ります。 

  その際、積極的改善措置（ポジティブ・アクション）*の取組事例等の情報提供などによ

り、実効性のある取組が行われるよう協力を要請します。 

 

推進項目                                                                    

① 研修や情報提供などによる市町村の取組への支援（県民生活部、関係部局） 

 ア 県内市町村状況調査などによる状況の把握と結果の提供 

 イ 男女共同参画推進センター（With You さいたま）*などでの講座・研修事業による

人材育成を通じた地域での女性の活動促進 

 ウ 男女共同参画推進センター（With You さいたま）での市町村男女共同参画担当職 

  員研修の実施や市町村職員研修への講師派遣 

 

② 市町村審議会委員などへの女性の登用促進支援（県民生活部） 

 

③ 事業所における女性の管理職や役職などへの登用促進についての啓発 

                    （県民生活部、産業労働部、関係部局） 

 ア 多様な働き方実践企業*の認定、男女共同参画を進める事業所表彰の実施 

 イ 積極的改善措置（ポジティブ・アクション）等の普及啓発  

 

④ 女性の登用についての各種団体に対する協力要請（県民生活部、全庁） 

 

⑤ 自治会、ＰＴＡ、ＮＰＯなど地域における政策・方針決定過程への女性の参画促進 

                             （県民生活部、関係部局） 

 

 

 施策の基本的な方向  

（３）女性の人材発掘・育成・活躍の促進 

 

 女性の人材の発掘・育成を図り、女性の活躍を促進します。 

 

推進項目                                                                   

① 女性の人材の発掘と情報提供の充実（県民生活部、農林部、全庁） 

 ア 男女共同参画推進センター（With You さいたま）での女性の人材に関する幅広い

情報の収集・提供 

 イ 女性が認定農業者*となるよう促進するとともに、さいたま農村女性アドバイザー 

  の認定を推進 

 

30 

31 

 

32 

20 

21 

22 

 

23 

 

 

24 

 

25 

 

26 

27 

 

28 

 

29 
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② 女性の人材の育成と活用（県民生活部、全庁） 

 ア 地域リーダーの育成と活用 

  イ 男女共同参画推進センター（With You さいたま）での講座・研修事業による人材

育成及び人材情報の提供 

 ウ 男女共同参画推進のためのキーパーソンネットワーク化の支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33 

34 

35 

 

36 
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基本目標 Ⅰ－２ 

 生活の場における男女共同参画の推進 
 

（現状と課題） 

 長時間労働や転居を伴う転勤等を当然視する、いわゆる「男性中心型労働慣行」や、固

定的性別役割分担意識を背景に、家事・子育て・介護や地域活動など生活の場における役

割の多くを、女性が担っている実態があります。特に、本県の場合、女性の年齢階級別労

働力率が出産・子育て期に大きく低下する傾向があります。 

 女性が就業を継続したり、復職する上でも、男性が生涯にわたり豊かな人生を送る上で

も、生活の場における男性の参画拡大を進めていく必要があります。 

 

 

家庭生活での役割分担（県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭生活の優先度（希望と現実） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：県男女共同参画課「令和７年度男女共同参画に関する意識・実態調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ=（2,221）

主

と

し

て

男

性

が

行
っ

て

い

る

共

同

し

て

分

担

し

て

い

る

主

と

し

て

女

性

が

行
っ

て

い

る

そ

の

他

該

当

し

な

い

無

回

答

家事（炊事・洗濯・掃除など）

子育て（子どもの世話、しつけ、教育など）

介護（介護の必要な親の世話、

病人の介護など）

地域の行事への参加

自治会、PTA活動

生活費の確保

家計の管理

高額な商品や土地、家屋の購入の決定

2.3

0.4

1.9

20.1

13.1

49.4

12.4

32.5

24.6

25.0

13.5

23.3

21.6

30.8

22.6

45.1

64.1

43.4

23.6

27.5

36.2

8.9

55.0

4.1

2.4

1.7

3.3

3.8

2.8

2.6

2.7

3.2

5.3

27.3

54.7

23.1

24.0

6.2

5.5

13.3

1.4

2.2

3.0

2.2

2.2

2.2

1.8

1.8

(%)

要更新：データ２２ 

(%)

無
回
答

主
と
し
て
男
性

が
行
っ

て
い
る

共
同
し
て
分
担

し
て
い
る

主
と
し
て
女
性

が
行
っ

て
い
る

そ
の
他

該
当
し
な
い

自治会、ＰＴＡ活動

生活費の確保

家計の管理

高額な商品や土地、家屋の購入の決定

ｎ＝(2,233)

家事（炊事・洗濯・掃除など）

子育て（こどもの世話、しつけ、教育など）

介護（介護の必要な親の世話、病人の介護など）

地域の行事への参加

4.2

0.8

2.1

17.5

12.5

49.4

16.4

32.4

25.9

25.7

16.0

25.2

21.9

32.2

23.2

46.1

62.3

42.8

24.7

29.1

37.5

7.9

50.3

5.7

2.0

2.4

5.1

4.8

3.7

3.4

3.4

4.0

4.6

26.3

49.8

21.5

22.7

5.6

5.2

10.4

1.0

2.0

2.3

1.8

1.6

1.6

1.4

1.4

データ２２ 
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【本人】 【配偶者・パートナー】

十分である （合計）

十分である

（あった）

ある程度は十分である

（あった）

十分でない （合計）

あまり十分ではない

（なかった）

十分ではない

（なかった）

無回答

72.8 

28.0 

44.8 

23.8 

20.0 

3.8 

3.3 

86.4 

41.4 

45.0 

10.9 

8.6 

2.3 

2.7 

54.6 

11.2 

43.4 

41.1 

35.3 

5.8 

4.3 

0%20%40%60%80%100%

全体(1,588)

女性(888)

男性(652)

66.1 

28.6 

37.5 

27.4 

19.0 

8.4 

6.4 

50.8 

11.6 

39.2 

43.2 

28.9 

14.3 

6.0 

87.6 

52.6 

35.0 

5.6 

5.1 

0.5 

6.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1,588)

女性(888)

男性(652)

妻の就業状態別 夫と妻の仕事時間と家事関連時間（県） 

〔総平均時間（分）／週全体〕 

 
※ 「家事関連」は「家事」、「介護・看護」、「育児」及び「買い物」の合計時間 

資料：総務省「令和３年度社会生活基本調査」より作成 

 

 
    「本人」「配偶者・パートナー」の子育てへのかかわり（県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：県男女共同参画課「令和７年度男女共同参画に関する意識・実態調査」 

 

2

468

263

496

408

46

274

42

0 100 200 300 400 500 600

妻 （ 夫 有 業 ・ 妻 無 業）

夫 （ 夫 有 業 ・ 妻 無 業）

妻 （ 共 働 き ）

夫 （ 共 働 き ）

仕事・通勤 家事関連

①女性は「配偶者・パートナー」の子育てへのかかわりについて、３割台後半が《十分でない（合計）》としている。 

②男性「本人」は３割台半ばが子育てへのかかわりが《十分でない（合計）》としている。 

５年前調査では、①（43.2%）②（41.1％）ともに４割強であったことを考えると、男性の育児へのかかわりは以前

より増えつつある。 

① ② 

要更新：データ２３ 

※令和８年度調査はR8.10月に実施（公表は翌年度の模様） 

R3調査は10月実施、R4.8月に調査票Ａ、同12月に調査票を公表 

要更新：データ２４ 要更新：データ２５ 

 

データ２３ 

 

【本人】 【配偶者・パートナー】

1 十分である（合計）

2 十分である（あった）

3
ある程度は十分である

（あった）

4 十分でない（合計）

5
あまり十分ではない

（なかった）

6 十分ではない（なかった）

7 無回答

76.8

40.8

36.0

21.9

17.1

4.9

1.3

62.6

18.8

43.8

36.1

28.2

7.9

1.3

94.8

68.8

26.1

4.0

3.2

0.8

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=1,440）

女性 （n=787）

男性 （n=621）

79.3

38.9

40.5

20.0

16.4

3.6

0.7

91.2

50.6

40.6

8.1

6.1

2.0

0.8

64.5

24.0

40.5

34.9

29.7

5.2

0.6

0%20%40%60%80%100%

全体 （n=1,621）

女性 （n=906）

男性 （n=674）

データ２４・２５ 

２ 

１ 
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育児休業取得率（県内中小企業） 

 

資料：県雇用・人材戦略課「令和 6 年度埼玉県就労実態調査」より作成 

 

 

 

保育所等待機児童数の推移（県） 

 

                                各年４月１日現在の待機児童数 

資料：県こども政策課調べ 

 

 

 

96.3
91.8 89.9 92.5 95.5 94.2

89.5 89.4
85.2

92.8 91.4

0.3 0.4 3.1 2.1 3.1 2.1 2.3
7.9 4.2

8.1
13.2

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

女性
男性

（年）

902 905 

1,097 
1,026 

1,258 

1,552 

1,208 
1,083 

388 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3

各年4月1日現在の

待機児童数

(※1)

(※2)

（人） 

（%） 

（年度） 

要更新：データ２６ 

要更新：データ２７ 

 

データ２６ 

 

データ２７ 
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 施策の基本的な方向   

（１）共働き・共育ての実現に向けた男女双方の意識改革・理解促進 

 

 「男性は仕事、女性は家庭」といった固定的性別役割分担意識やアンコンシャス・バイ

アス（無意識の思い込みや偏見）の認知も進み、それらの影響を極力排し、 性別を問わず

仕事も家庭も両方に参画することができるよう、広報や啓発活動などを推進します。 

 家庭・働く場・地域において互いに支え合う気運を醸成するため、男女双方の意識改革

と理解の促進を進めます。 

                                   

推進項目                                                                   

①「共育て」の推進（県民生活部、福祉部） 

 ア 「共育て」に関する情報発信 

 イ 固定的役割分担意識等、性差に関する思い込みの解消に向けた取組みの推進（P） 

 

② 男性が家庭生活や子育てに参画しやすい環境づくりの推進 

（県民生活部、保健医療部、福祉部、教育局） 

 ア 男性を対象とした男女共同参画のための情報発信 

 イ 男性向けセミナーの開催         

 ウ 男性の生活・自活能力向上のための支援 

 エ 男性の子育て参加の促進 

 オ 男性に対する相談体制の充実 

 

③ 女性活躍推進法・次世代育成支援対策推進法*による特定事業主行動計画の推進 

（総務部、教育局、警察本部） 

 ア 男性職員の子育てに関する休暇や育児休業の取得促進 

 イ 「子育てのための休暇取得プログラム」の作成 

 

④ 家庭・仕事・地域活動の両立についての学習機会の提供 

（県民生活部、産業労働部、教育局） 

  ア 男女共同参画推進センター（With You さいたま）などを活用した講座や研修の受

講機会の提供 

 

 

 施策の基本的な方向  

（２）共働き・共育ての実現に向けた家庭・仕事・地域活動への参画及び両立の促進 

 

 家庭や仕事、地域活動等、あらゆる場面に女性も男性も参画することは、男女共同社会

の実現にとって重要です。男性の働き方を見直し、ワーク・ライフ・バランス*を推進する

ほか、家庭生活、社会生活における様々な参画機会の確保支援や活動の両立に向けた環境

整備を進めます。 

 学校・保育所の保護者会（ＰＴＡ等）や自治会・町内会などの地域の特定の活動が性別

により役割が固定化しないよう、地域活動における男女共同参画を推進します。 

37 

38 

39 

 

40 

 

41 

42 

43 

44 
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48 

 

49 

50 

 

51 

 

52 
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推進項目                                                                   

① 男性の働き方の見直しの推進（産業労働部） 

 ア 所定外労働の削減、男性の育児休業取得などの働き方の見直しに取り組む企業の支 

  援 

 

② 働き方の見直しによる男女ともに仕事と家庭を両立できる環境づくり 

（産業労働部） 

 ア 働き方の見直しを行っている企業の実践例の情報提供と経営者及び管理職等の意識

啓発 

 イ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の普及啓発 

 ウ テレワークの導入・定着を進める企業の支援 

 

③ 企業における仕事と家庭の両立支援の整備促進 

 （福祉部、保健医療部、産業労働部） 

 ア 多様な働き方実践企業の認定 

 イ 育児休業・介護休業制度などの普及定着 

 ウ 短時間勤務・フレックスタイムなど仕事と家庭の両立を支援する制度の導入促進 

 エ 次世代育成支援対策推進法に基づく次世代育成支援対策の推進 ☆調整中（P） 

 オ 医療・福祉分野における就業継続・復職支援 

  

④ 男女共同参画を進める事業所の表彰（県民生活部） 

 

⑤ 女性活躍に取り組む企業の実践例の情報提供 （産業労働部） 

 

⑥ 交通網の整備などによる通勤時間の短縮の促進（企画財政部、県土整備部、関係部局） 

 

⑦ 地域活動における男女共同参画の推進（県民生活部、福祉部、関係部局）（P） 

 ア 男女共同参画の視点に立った地域活動の推進 

 イ ＮＰＯ活動・ボランティア活動などへの参加促進のための環境整備 

 ウ 地域活動参画への機会づくり、講座や研修の提供、ネットワーク化などの活動の活

性化 

 

 

 

 施策の基本的な方向  

（３）子育て・介護の社会的支援 

 

 男女が仕事や地域活動を安心して行うために、待機児童の解消を目指した保育所の整備、

放課後児童クラブ*の充実など、子育てにおける社会的支援を充実します。 

 高齢者とその家族が安心して豊かに生活できるよう、介護サービスの充実や介護サービ

スを担う人材の育成など介護の社会的支援を充実します。 
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推進項目                                                                  

① 保育所等の整備促進（福祉部） 

 ア 保育所、認定こども園の整備などの促進 

 

② 延長保育や一時預かり、病児保育事業等の多様な保育サービスの提供支援（福祉部） 

 

③ 幼稚園における子育て支援の充実（総務部） 

 

④ 放課後児童クラブ及び放課後子供教室*の充実（福祉部、教育局） 

 

⑤ 地域における子育て支援の充実（福祉部） 

 

⑥ 保育士など子育てを支援する人材の育成・確保・定着（福祉部、教育局） 

 ア 職場環境の充実、保育の専門性の向上などを目的とした研修の実施 

 イ 潜在保育士の積極的な活用、復職の支援などを目的とした個別相談や就職説 

  明会の実施 

 

⑦ ひとり親家庭や経済的に厳しい状況にある家庭への支援 

         （県民生活部、福祉部、保健医療部、産業労働部、都市整備部） 

 ア 子育て・生活支援、就業支援、養育費の確保支援及び経済的支援の総合的な 

  推進 

 イ ひとり親家庭に対する職業訓練の実施 

 ウ 男女共同参画推進センター（With You さいたま）における情報の提供（P） 

 

⑧ 情報提供や相談体制の充実（福祉部、保健医療部、教育局） 

 ア 地域子育て支援拠点の設置促進 

 イ こども家庭センター*の充実 

 ウ 児童相談所の相談体制の充実 

 エ 市町村が実施する利用者支援事業*の促進 

 オ 「不登校の子供たちとその保護者を支援するためのサイト」*の運営 

 

⑨ 子育てしやすい住宅の普及促進（都市整備部） 

 

⑩ パパ・ママ応援ショップなど社会全体で子育てを応援する気運の醸成（福祉部） 

 

⑪ 介護保険制度の充実（福祉部、産業労働部） 

 ア 介護保険サービス提供事業者の指導強化 

 イ 介護保険サービスを担う人材の育成  

 

⑫ 在宅福祉サービス・施設サービスの充実（福祉部） 
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目指す姿Ⅱ 経済社会における女性活躍の拡大 

（目指す姿） 

〇 就業は生活の経済的基盤であるとともに、自己実現につながるものです。性別にかか

わらず働きたい人すべてが、仕事と子育て、介護、社会活動などを含む生活との二者択一

を迫られることのない環境が整っています。働き続け、職業能力開発やキャリア形成の機

会を得ながらその能力を十分に発揮しています。また、子育てや介護等で離職した場合

も、必要な支援を受けながら希望の職種への復職が図られています。 

〇 長時間労働や転居を伴う転勤等を当然視する働き方に対する見直しが進むとともに、

個々の事情やライフステージに応じ、多様で柔軟な働き方ができる環境が整備されてい

ます。 

〇 職場における性別を理由とする差別的取扱いや、セクシュアル・ハラスメントなどの

ハラスメントの根絶、男女間の格差の是正や意欲と能力に応じた均等な待遇が図られ、女

性活躍の拡大が図られています。 

基本目標 Ⅱー１ 

 働く場における女性活躍の推進 
 

（現状と課題） 

 依然として、仕事と家庭の両立が難しいことを理由に、多くの女性が出産や子育てを機

に離職しており、就業を希望しながら、就業していない女性も３０～４０歳代を中心に多

くなっています。女性が出産や子育てにより仕事と両立することが困難になる職場環境や

家庭の状況、またいったん離職したことでキャリアが中断され希望の職種への復職が難し

いことなどが課題となっています。 

 働く場における女性活躍を推進するために、就業を希望する女性がその能力を存分に生

かして活躍できるようにしていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            資料：総務省「平成 27年、令和２年国勢調査」より作成 

全国の女性及び本県女性の（３０～３９歳）就業率ともに、前回調査より上昇している（全国：70.1→75.4％、 

本県：66.2→71.8％）。しかし、本県女性（３０～３９歳）の就業率は、本県男性や全国女性の数値を比較して依

然、低い状況にある。 

年代別の女性の就業率（全国・県） 

（   ） 

要更新：データ２８ 

データ２８ 
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・「結婚や出産にかかわらず仕事を続ける」を希望する方で、希望どおりの方 

（３６．８％） 

 

・「子育ての時期だけ一時辞め、その後はフルタイムで仕事を続ける」を希望する方 

 で、希望どおりの方                       （２２．９％） 

 

・「子育ての時期だけ一時辞め、その後はフルタイムで仕事を続ける」を希望する方 

 で、パートタイム再就職の方                   （２８．０％）        

 

・「子育ての時期だけ一時辞め、その後はパートタイムで仕事を続ける」を希望する 

 方で、希望どおりの方                      （４０．１％） 

 

資料：県男女共同参画課「令和７年度男女共同参画に関する意識・実態調査」より作成 

 

 

女性無業者のうち就業を希望する人数（県） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  本県の就業していない女性約 154 万人のうち、就業を希望する女性は３０～４０歳代を中心に、 

  30 万４千人（19.5 %)いる。その割合は、全国で５番目に高い。 

 

資料：総務省「令和４年就業構造基本調査」より作成 

 

 

 

 

 

女性の働き方の理想と現実（結婚経験のある女性・県） 

要更新：データ３０ 

データ２９ 

 

データ３０ 
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施策の基本的な方向   

（１）女性の就業・復職・起業支援 

 

 女性キャリアセンター*、創業支援センター埼玉*を中心に、様々な状況にある女性一人

一人のニーズに応じたきめ細かなワンストップ支援を行い、より多くの就業・復職・起業

につなげていきます。 

 農林業における政策・方針決定過程への女性の参画を促進するとともに、女性が男性の

対等なパートナーとして経営等に参画できるよう取り組みます。 

 

推進項目                                                                   

① 女性の就業・復職支援（県民生活部、産業労働部） 

ア 女性キャリアセンターなどにおける面談相談・電話相談・セミナーの開催 

イ 子育て等を理由に離職した女性に対する復職支援 

 

② 女性のキャリアアップ支援（産業労働部） 

 ア 女性キャリアセンターなどにおけるセミナーなどの開催 

 イ 企業の経営者・人事担当者に対する働きかけ 

 ウ 働く女性応援メンター制度の実施 

 

③ 多様な職業能力の開発機会の提供（産業労働部） 

 ア 女性の再就職に役立つ多様な資格・技能の取得、習得を支援する職業訓練の実施 

 イ 子育て世代に配慮した託児サービス付き職業訓練の実施 

 ウ 職業訓練の見学や女性向けセミナーにおける職業訓練の紹介による受講促進 

 

④ 女性の起業支援（産業労働部） 

 ア 創業支援センター埼玉における起業相談、セミナーの開催 

 イ 起業支援制度や優良事例の情報提供 

 ウ 融資による開業資金の支援 

 エ 女性起業家・経営者などの交流・連携の促進 

 オ 女性起業家のロールモデルの情報提供 

 

⑤ 商工業などの自営業に携わる女性への支援（産業労働部） 

ア 商工会・商工会議所の女性部活動への支援 

 

⑥ 農林業における女性の参画の促進（農林部） 

ア 農業団体などの正会員・役員・農業委員などへの参画を促進するための意識啓発 

イ 家族経営協定*の締結の促進 

  ウ 女性が認定農業者となるよう促進するとともに、さいたま農村女性アドバイザーの

認定を推進 

  エ 積極的に経営参画する女性農業者の支援 

 

⑦ 企業における女性の活躍に向けた積極的な取組の推進 

（総務部、県民生活部、産業労働部、県土整備部、関係部局） 

96 

97 

98 

 

101 

102 

103 

104 

 

105 

106 

107 

108 

 

109 

110 

111 

112 

113 

114 

 

115 

116 

 

117 

118 

119 

120 

 

121 

 

122 
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 ア 女性の就業及び定着に向けた取組支援 

 イ 女性活躍に取り組む企業の実践例の情報提供（再掲） 

 ウ 女性に対する企業内教育や職業訓練の促進 

 エ 女性活躍推進法に基づく女性の職業生活における活躍の推進 

 オ 男女共同参画を進める事業所の表彰（再掲） 

 カ 女性の活躍推進に積極的かつ主体的に取り組む県内企業等について、建設工事請負

等競争入札参加資格等の格付審査における加点の実施 

 

 

施策の基本的な方向  

（２）女性の就業継続・キャリア形成支援 

 

 女性が子育てや介護等を理由に就業が途切れることのないよう、企業における仕事と家

庭の両立支援を進めます。 

 就業継続に向け、キャリア形成支援により、女性の職業能力の向上を図ります。 

 就業相談から仕事と家庭の両立やキャリア形成まで、一人一人の状況に応じたワンスト

ップの支援を行います。 

  

推進項目                                                               

① 企業における仕事と家庭の両立支援の整備促進（再掲） 

                       （福祉部、保健医療部、産業労働部） 

 ア 多様な働き方実践企業の認定 

 イ 育児休業・介護休業制度などの普及定着 

 ウ 短時間勤務・フレックスタイムなど仕事と家庭の両立を支援する制度の導入促進 

 エ 次世代育成支援対策推進法に基づく次世代育成支援対策の推進 

 オ 医療・福祉分野における就業継続・復職支援 

  

② 女性のキャリアアップ支援（再掲）（産業労働部） 

 ア 女性キャリアセンターなどにおけるセミナーなどの開催 

 イ 企業の経営者・人事担当者に対する働きかけ 

 ウ 働く女性応援メンター制度の実施 

 

 

 

施策の基本的な方向  

（３）女性活躍に関する情報発信 

 

 女性の活躍の場を更に拡大するため、企業や経済団体等と連携をするとともに、女性の

「働く」を応援するワンストップサイト*の運営などにより、女性活躍に関する情報を発信

します。 

 

推進項目                                                                   

① 女性活躍に取り組む企業の実践例の情報提供 （再掲）（産業労働部） 

123
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140 
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② 女性の活躍を応援するセミナー・イベントの開催（産業労働部） 

 

③ 女性の「働く」を応援するワンストップサイトの運営（産業労働部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

141 

 

142 
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基本目標 Ⅱー２ 

 誰もが働きやすい職場環境づくり 
 

(現状と課題） 

 家事・子育て・介護等の多くを女性が担っている現状があります。性別にかかわらず、

仕事か家庭か二者択一を迫られることなく働き続けることができるよう、多様で柔軟な働

き方を普及していく必要があります。また、新型コロナウイルス感染症の拡大が契機とな

ったテレワークの導入やオンラインの活用により、働き方改革が進展しています。 

 賃金、昇進、人事配置などの面で、男女の格差は今なお残っています。多くの女性がパ

ートタイマー、派遣社員、契約社員などの雇用形態で働いています。 

 性別を理由とする差別的取扱い、職場におけるセクシュアル・ハラスメント、妊娠・出

産・育児休業・介護休業等を理由とする不利益扱い、妊娠・出産・育児休業・介護休業等

に関するハラスメント等の根絶及び男女間の賃金格差の解消に努め、意欲と能力に応じた

均等な待遇を実現していくことが求められています。 

 

 

仕事と育児の両立支援制度の整備状況（県） 

 
資料：県雇用・人材戦略課「令和６年度埼玉県就労実態調査」 

 

 

 

 

 

 

休
暇 

要更新：データ３１ 

データ３１ 
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仕事と介護の両立支援制度の整備状況（県） 

 

 

資料：県雇用・人材戦略課「令和６年度埼玉県就労実態調査」 

 

 

 

男女の賃金格差の推移（全国・県） 

 

                           資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成 
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（年） 

要更新：データ３２ 

要更新：データ３３ 

 

データ３２ 

 

データ３３ 
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女性の雇用者に占める非正規雇用者の割合(県） 

 
資料：総務省「令和４年就業構造基本調査」より作成 

 

 

施策の基本的な方向   

（１）働き方改革と多様で柔軟な働き方の実現 

 

 企業におけるテレワークなどの多様な働き方への取組を支援し、性別にとらわれず、誰

もが働き続けられる職場環境づくりを進めます。 
 

推進項目                                                                    

① 企業における仕事と家庭の両立支援の整備促進（再掲） 

（福祉部、保健医療部、産業労働部） 

 ア 多様な働き方実践企業の認定 

 イ 育児休業・介護休業制度などの普及定着 

 ウ 短時間勤務・フレックスタイムなど仕事と家庭の両立を支援する制度の導入促進 

 エ 次世代育成支援対策推進法に基づく次世代育成支援対策の推進 

 オ 医療・福祉分野における就業継続・復職支援 

  

 

② 男性の働き方の見直しの推進（再掲）（産業労働部） 

 ア 所定外労働の削減、男性の育児休業取得などの働き方の見直しに取り組む企業の支 

    援 

 

③ 働き方の見直しによる男女ともに仕事と家庭を両立できる環境づくり（再掲） 

                                 （産業労働部） 

要更新：データ３４ 
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 ア 働き方の見直しを行っている企業の実践例の情報提供と経営者及び管理職等の意識 

    啓発 

 イ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の普及啓発 

 ウ テレワークの導入・定着を進める企業の支援 

 

④ 介護や病気治療と仕事との両立支援など、働きやすい職場環境づくりの推進 

（産業労働部） 

 

 

施策の基本的な方向 

（２）男女の均等な雇用機会と待遇の確保の促進及び各種ハラスメントに係る意識啓発 

  と防止対策の推進 

 

 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（以下「男女雇用

機会均等法」という。）の普及に努め、募集・採用から配置、昇進、退職に至るまでの雇

用機会や待遇における性別による差別や、男女間の賃金格差の解消に向け、各種の取組を

促進するとともに、間接差別*の禁止に向けた啓発を行います。 

 セクシュアル・ハラスメント、妊娠・出産・育児休業等のハラスメントの防止に向けた

普及啓発と取組を推進します。 

 

推進項目                                                                   

① 労働基準法や男女雇用機会均等法、育児・介護休業法など労働関係法令の周知 

                                 （産業労働部） 

 

② 労働に関する相談体制の充実（産業労働部、関係部局） 

  ア 労働相談を通じた職場トラブルの解決支援 

 

 

 

 施策の基本的な方向 

 （３）多様な働き方における就業環境の整備、再就職等の支援 

 

 性別にかかわらず、その価値観やライフスタイルなどに応じて多様な働き方をより安心

して選択できる環境を整備していくために、パートタイム労働や派遣労働の処遇・労働条

件の改善や、在宅就業の健全な発展に向けた支援を行います。 

 

推進項目                                                                   

① 多様な就業形態における就業環境の改善（産業労働部） 

 ア 適正な労働環境に向けた関係法令等の周知 

 イ テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン*の周知 

 ウ 在宅ワークの適正な実施のためのガイドライン*の周知 
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②  パートタイム労働者など非正規雇用における雇用環境等の整備（産業労働部） 

  ア 不本意非正規雇用*者の正規雇用化の支援 

 イ 短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指

針（同一労働同一賃金ガイドライン）*の周知 

 

③ 女性の起業支援（再掲）（産業労働部） 

 ア 創業支援センター埼玉における起業相談、セミナーの開催 

 イ 起業支援制度や優良事例の情報提供 

 ウ 融資による開業資金の支援 

 エ 女性起業家・経営者などの交流・連携の促進 

 オ 女性起業家のロールモデルの情報提供 

 

 ④ 農業経営体における雇用環境改善の支援と就職希望者とのマッチング支援 

（農林部） 

  

171 

172 
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目指す姿Ⅲ 誰もが安全・安心に暮らせる社会の実現 

 

（目指す姿） 

○ ジェンダーに基づくあらゆる暴力の根絶に向けて、その予防と被害からの回復のため

の取組が進んでいます。誰もが暴力の被害者、加害者、傍観者とならないための教育をは

じめとした暴力を容認しない社会環境の整備など、暴力の根絶に向けた基盤が整備され

ています。 

〇 貧困など、生活上の様々な困難を抱える方々に対し、セーフティネットの機能として

の多様な支援が届いています。性別や年齢、国籍の違いや、障害の有無にかかわらず、

様々な属性を持つ個人を認め合い、活躍できる共生社会の実現が図られています。 

○ 男女がライフステージに応じ、的確な保健・医療を受ける環境が整っています。妊娠、

出産等に対して、正確な知識や情報を入手し、自己決定を行うことができるよう、生涯に

わたる性と生殖に関する健康と権利の考え方に基づく取組が進んでいます。 

○ 防災・災害復興における意思決定過程や現場への女性の参画拡大が図られ、男女共同

参画の視点から防災対策が推進されています。 

 

基本目標 Ⅲ－１ 

 ジェンダーに基づくあらゆる暴力の根絶 

 

（現状と課題） 

 ジェンダーに基づくあらゆる暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害です。暴

力の根絶を図ることは、男女共同参画社会を形成していく上で克服すべき重要な課題とな

っており、ジェンダーに基づくあらゆる暴力を許さない社会意識を醸成する必要がありま

す。 

 暴力の背景には、固定的性別役割分担意識、経済力の格差など、社会における男女が置

かれた状況の違いや根深い偏見などが存在しており、格差の影響を受けやすい女性に被害

が多い傾向があります。暴力の根絶には、社会における男女間の格差是正や意識改革を行

っていく必要があります。被害者が子供、高齢者、障害者、外国人等の場合にはその背景

となる事情に十分配慮していく必要があります。また、上司・部下、教員・生徒等の立場

を利用した支配が暴力の背景にある場合は、加害者との関係から潜在化しやすい傾向にあ

ります。被害者支援に当たっては、暴力の形態や被害者の属性等に応じ、きめ細かく対応

する視点が不可欠となっています。 

 一方、配偶者からの暴力（以下「ＤＶ」という。）には、女性のみならず、男性の被害

もありますが、男性は暴力の被害者になりにくいとの社会の認識や、それによる男性本人

の意識により、自ら被害を訴えづらく、支援を求めにくい傾向があるため、支援につなが

るための啓発や支援体制の整備が求められます。 

 こうしたことを踏まえ、暴力の予防と被害からの回復のための幅広い取組を進める必要

があります。 
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性犯罪・声かけ事案認知件数の推移（県） 

資料：埼玉県警察「令和８年版警察のあゆみ」 

 

 

ストーカー事案取扱いの推移（県） 

 

資料：埼玉県警察「令和８年版警察のあゆみ」 

（年） 

（年） 

要更新：データ３８ 

要更新：データ３９ 

 

データ３５ 

 

データ３６ 
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配偶者等からの暴力被害経験（県） 

 

                          【配偶者等（※）・交際相手からの暴力】 

 
      (※）「配偶者」には、婚姻届を出していない事実婚や別居中の夫婦、元配偶者（離別・死別した 

        相手、事実婚を解消した相手）も含む。 

資料：県男女共同参画課「令和７年度男女共同参画に関する意識・実態調査」 

 

ＤＶ相談件数の推移（県・市町村） 

 

資料：県男女共同参画課調べ 

2,293 2,357 2,295 1,947 1,991 2,408 2,029 2,366

7,585
8,556

9,621
8,630

9,572 8,614 9,542
10,712

9,878
10,913

11,916

10,577
11,563

11,022
11,571

13,078

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度 R2年度県 市町村

要更新：データ３５ 

要更新：データ３７ 

要更新：データ３６ 

 

 

データ３７・３８ 

データ３９ 

（件） 
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 施策の基本的な方向  

（１）ジェンダーに基づくあらゆる暴力の予防及び普及啓発並びに被害者支援の基盤強化 

 

 ジェンダーに基づくあらゆる暴力は犯罪であり、決して許されないものであるとの認識

を広く社会に徹底するために、暴力の当事者とならないための教育や、暴力を容認しない

社会環境の整備に向けた啓発を強力に進めます。 

 被害者が相談しやすい環境を整備するとともに、配偶者暴力相談支援センター*、警察、

一時保護施設、福祉事務所、男女共同参画推進施設など関係機関が連携し、暴力に対処す

るための体制整備を進めます。 

 ＤＶ等において、被害を訴えにくい男性が支援につながるよう、被害は性別に関わらず

あることの意識啓発や支援体制の整備を進めます。 

 暴力の発生を防ぐ環境づくりを進めていきます。 

 こどもに対する性犯罪や人権侵害が多発する状況から、こどもの権利に配慮した取組を

推進します。 

 

推進項目                                              

① 県民への意識啓発と理解の増進（県民生活部、教育局、警察本部、関係部局） 

 ア ＤＶ等暴力防止に係る広報・意識啓発 

 イ 女性に対する暴力根絶のための意識啓発 

 ウ 固定的性別役割分担意識の解消に向けた意識啓発 

 エ 人権啓発及び人権教育の推進 

 

② 暴力の発生を防ぐ環境づくり（総務部、県民生活部、教育局、警察本部） 

 ア パトロール、防犯ビデオ・防犯機器の貸出し、講習会の開催、防犯指導などの防犯

対策の強化 

 イ 犯罪情報や防犯情報の発信 

 ウ 埼玉県青少年健全育成条例に基づく有害な環境に対する規制・業界への指導 

 エ 人権啓発及び人権教育の推進（再掲） 

 オ 性に関する知識や態度と生命の尊さなどを関連付けて学ぶ生命（いのち）の安全教 

  育の推進 

    

③ 相談窓口の周知及び啓発（県民生活部） 

 

④ 相談支援機能の充実（県民生活部、福祉部、警察本部） 

 ア 県男女共同参画推進センター等における相談・支援機能の充実 

 イ 市町村等における相談機能強化への支援 

 ウ 職務関係者の配慮と資質の向上 

 

⑤ 関係機関との連携（県民生活部、福祉部、警察本部、関係部局） 

 

⑥ 被害者に関する個人情報の保護に係る周知徹底と適切な運用（県民生活部、警察本部） 

 

185

186

187

188

189

190

191

192

193

194

195

196

197

198

199

200

201

202
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⑦ 保健や福祉に関する業務を通じた被害者の発見の促進（福祉部、保健医療部） 

 

⑧ 災害や感染症拡大等が発生した際の DV 相談の実施 

                （県民生活部、危機管理防災部、福祉部、保健医療部） 

 

⑨ 被害者などへの支援や情報提供（県民生活部、福祉部、警察本部、関係部局） 

 ア 被害者に対する相談や支援に関する情報提供の実施 

 イ 子供の家庭内暴力などからの立ち直り支援を通じた被害者と子供の支援 

 ウ 民間被害者援助団体と連携した被害者ケア 

 エ 適切な自衛・対応策の教示 

 オ 医療、司法など専門機関との連携・協力 

 カ 男女共同参画苦情処理制度*の活用 

 

⑩ こどもの権利を救済するための機関の活動の推進（福祉部） 

 

 

 

 施策の基本的な方向  

（２）あらゆる性犯罪・性暴力への対策の推進 

 

 性犯罪・性暴力の被害者は、暴力により身体的・精神的に大きな被害を受けるとともに、

第三者の心ない言動によっても精神的に更に大きな傷を負います。 

  そのため、加害者の責任を厳正に追及していくとともに、被害者の心身の負担軽減に配

慮しながら、被害者が躊躇せずに被害を訴え又は相談し、包括的な支援を受けられる環境

整備を進めます。 

 

推進項目                                                                  

① 性犯罪・性暴力の防止に向けた意識啓発（県民生活部、福祉部、警察本部） 

 ア 官学民による女性の安全・安心を守るためのネットワークの形成 

 イ 企業や大学等と連携した防犯講話等の実施 

 ウ 性犯罪等の発生情報等の発信 

 エ セミナー等による意識啓発 

 オ 暴力根絶のための意識啓発（再掲） 

 

② 暴力の発生を防ぐ環境づくり（再掲）（総務部、県民生活部、教育局、警察本部） 

 ア パトロール、防犯ビデオ・防犯機器の貸出し、講習会の開催、防犯指導などの防犯

対策の強化 

 イ 犯罪情報や防犯情報の発信 

 ウ 埼玉県青少年健全育成条例に基づく有害な環境に対する規制・業界への指導（再掲） 

 エ 人権啓発及び人権教育の推進 

 オ 性に関する知識や態度と生命の尊さなどを関連付けて学ぶ生命（いのち）の安全教 

  育の推進（再掲） 

 

203
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209
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213
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220
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③ 相談体制の充実（県民生活部、警察本部） 

 ア 彩の国犯罪被害者ワンストップ支援センター*（性暴力等犯罪被害専用相談電 

  話アイリスホットライン等）における相談による対応 

 イ 警察本部（性犯罪被害相談電話・ハートさん等）における相談による対応 

 

④ 被害者などへの支援や情報提供（県民生活部、警察本部） 

 ア 産婦人科医療機関と連携した被害者ケア 

 イ 捜査状況及び加害者の処分状況などの連絡 

 ウ 公益社団法人埼玉犯罪被害者援助センター*による被害者支援 

 

⑤ 性犯罪への厳正な対処（警察本部） 

 ア 性犯罪等の前兆となる不審者からの声かけ事案等に対する行為者の特定、検 

  挙、指導・警告措置など先制・予防的活動の強化 

 イ 加害者の検挙、指導及び警告その他の適切な措置（再掲） 

 

⑥ 安心して被害を届け出られる環境づくり（警察本部） 

 ア 被害者の心情に配意した性犯罪捜査の推進 

 イ 被害者の負担軽減及び二次的被害の防止 

 

 

 施策の基本的な方向  

（３）ストーカー行為・人身取引・売買春などへの対策の推進 

 

 ストーカー行為等の規制等に関する法律*（以下「ストーカー規制法」という。）などを

適切に運用することによって、被害者が早期に相談できるよう必要な措置を講じます。関

係機関が被害者の立場に立った迅速かつ適切な対応・支援に努めるとともに、ストーカー

規制法などに係る普及啓発を行います。 

 人身取引*は、重大な人権侵害です。被害者の大半は女性やこどもで、人権擁護の観点か

らも迅速かつ的確な対応が求められています。 

 人身取引の防止と被害者の保護のため、関係法令を厳正に運用するとともに、女性の人

権を尊重する意識啓発、加害者の取締り、被害者保護などの対策を推進します。 

 性を商品化し、人間の尊厳を傷つける売買春の根絶に向けて関係法令の厳正な運用と取

締りを強化し、売買春の防止に向けた広報啓発活動を推進します。 

 性的搾取等の被害を受けた女性の早期発見と保護・社会復帰支援を行います。 

 

推進項目                                                               

① 人権の尊重についての意識啓発（県民生活部、福祉部、教育局、警察本部） 

 ア 暴力根絶のための意識啓発（再掲）  

 イ 人権啓発及び人権教育の推進（再掲） 

 

② 相談体制の充実（警察本部、県民生活部） 

 ア 警察による相談対応 

 イ 女性相談支援センターにおける相談支援の充実 

225

226
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228
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234
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237

238

239

240

241
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③ 被害者の保護・支援、情報提供及び再被害対策（県民生活部、警察本部） 

 ア 一時保護及び被害者への支援の充実（再掲） 

 イ 再被害防止措置の実施 

 

④ ストーカー行為などへの厳正な対処（警察本部） 

 ア 加害者の検挙、指導及び警告その他の適切な措置（再掲） 

 

⑤ 関係法令の適切な運用（警察本部） 

 

⑥ 外国人被害者への支援（県民生活部、警察本部） 

 ア 在日外国公館への通報、出入国在留管理局との連絡調整 

 

⑦ 売買春及び児童買春の根絶に向けた取締りの強化（警察本部） 

 

 

施策の基本的な方向  

（４）こども、若年層に対する性暴力の根絶に向けた対策の推進 

 

 家族をはじめとする身近な者からの性暴力は、特に潜在化・深刻化しやすく、被害に遭

うと一生拭い難い影響が生じます。こどもや若年層が性暴力を認識し、加害者になること

のないよう、また、被害者となった場合は、被害を認知し、訴えることができるよう低年

齢からの教育を強化するとともに、こども、若年層が相談につながりやすく、精神面のケ

アに配慮しながら保護・支援を受けられる体制整備を推進します。 

 いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・「ＪＫビジネス」問題、児童買春や児童ポルノ

等、こども、若年層に対する性暴力被害の予防啓発を推進し、取締りを強化していきます。 

 

推進項目                                                                  

① 出会い系サイトなどの児童の利用禁止に関する児童や保護者に対する啓発 

（県民生活部、警察本部） 

 

② いわゆるアダルトビデオ出演問題・「ＪＫビジネス」問題等、若年層を対 

 象とした性暴力被害に対する予防啓発の推進（県民生活部、警察本部） 

 

③ 性に関する知識や態度と生命の尊さなどを関連付けて学ぶ生命（いのち）の安全教育 

 の推進（総務部、教育局） 

 

④ 民間団体や関係機関と連携した早期の把握（県民生活部） 

 

⑤ 相談体制の充実（県民生活部、警察本部） 

 ア 彩の国犯罪被害者ワンストップ支援センター（性暴力等犯罪被害専用相談電 

  話アイリスホットライン等）における相談による対応（再掲） 

 イ 警察本部（性犯罪被害相談電話・ハートさん等）における相談による対応（再掲） 

 ウ ＳＮＳ等を活用した相談の実施（再掲） 
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⑥ 児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律

（以下「児童買春・児童ポルノ禁止法」という。）に基づく取締りの強化（警察本部） 

 

⑦ 学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための

措置に関する法律に基づく取組の実施       （総務部、教育局、関係部局） 

 

⑧ 児童虐待防止対策の総合的な推進（福祉部） 

 

 

 施策の基本的な方向  

（５）セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進 

 

 セクシュアル・ハラスメントは、個人としての尊厳を不当に傷つけ、能力発揮を妨げ、

社会的に許されない重大な人権侵害行為です。 

 雇用の場をはじめ、あらゆる場におけるセクシュアル・ハラスメント防止に向けた意識

改革や取組を進めます。 

 

推進項目                                                                  

① 企業などの雇用の場におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策の推進 

（総務部、産業労働部、教育局、警察本部） 

 ア 男女雇用機会均等法の周知と労働相談の実施 

 イ セクシュアル・ハラスメント防止推進員などの配置による県庁内の相談体制の整備 

 

② 教育・研究・社会福祉施設やスポーツ分野等におけるセクシュアル・ハラスメント

防止対策の推進（総務部、県民生活部、福祉部、教育局） 

 ア 教職員などに対する意識啓発及び研修の充実 

 イ 相談体制の充実 

 ウ 社会福祉施設などにおける相談体制整備の促進 

 エ スポーツ分野におけるセクシュアル・ハラスメントの防止 

 

③ 性的マイノリティ*に関するハラスメント防止対策の推進（県民生活部、産業労働部） 

 

④ 男女共同参画苦情処理制度の活用（再掲）（県民生活部） 

 

 

 

 施策の基本的な方向   

（６）配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護・支援の推進 

 

 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律*（以下「配偶者暴力防止法」

という。）に規定するＤＶ、若年者を中心としたデートＤＶが重大な社会的・構造的問題

であるとの認識について意識啓発を行います。 

 配偶者暴力防止法の周知を図るとともに、相談から、保護、自立支援に至るまでの切れ
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目のない支援を実施します。 

 なお、ＤＶはこどもにも悪影響を及ぼすことから、十分配慮していくとともに、ＤＶへ

の対応機関と児童虐待への対応機関との連携協力を強化します。 

 

推進項目                                                                  

① 相談支援の充実（県民生活部、福祉部） 

 ア 県男女共同参画推進センターでの相談の充実 

 イ ＳＮＳ等を活用した相談の実施 

  

② 男性被害者への相談・支援の充実（県民生活部） 

 

③ 一時保護及び被害者への支援の充実（県民生活部、福祉部、警察本部、関係部局） 

 

④ 警察における適切な対応策の助言と援助の実施（警察本部） 

 

⑤ 経済的な支援（福祉部、保健医療部） 

 ア 生活保護の適切な実施 

 イ 国民健康保険及び介護保険に関する取扱いの保険者への周知 

 

⑥ 保護命令等法的手続の利用に向けた支援（警察本部） 

 

⑦ 加害者に向けた取組の推進（県民生活部、警察本部） 

 ア 加害（者）更生に向けた取組の推進 

 イ 加害者の検挙、指導及び警告その他の適切な措置（警察本部） 

 

⑧ 高齢者、障害者、外国人への支援（県民生活部、福祉部、保健医療部） 

 

⑨ 性的マイノリティの方への相談体制の充実（県民生活部） 

 

⑩ 医療機関などの専門機関との連携支援（県民生活部、保健医療部） 

 

 

 

施策の基本的な方向  

（７）生活再建のための自立支援の充実とこどもの安全確保・成長支援 

 

 被害者の自立支援は、本人の意向と安全性の確保に配慮して行います。自立に向けては、

経済的な支援にとどまらず、福祉、住宅、就業、こどもの教育など、多岐にわたる支援が

必要となります。 

  県や市の配偶者暴力相談支援センターでは様々な情報提供を行います。また、市町村が

被害者のそれぞれ異なる事情に配慮した支援ができるよう、県として必要な支援を行いま

す。 

 被害者が自立するに当たっては、被害者自身の心の回復が重要となります。さらに、Ｄ
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Ｖを目の当たりにしたこども（いわゆる面前ＤＶで心理的虐待を受けているこども）や直

接虐待を受けたこどもも多く、被害者の自立に当たっては、こどもへの支援も重要です。 

 安心できる環境で被害者が生活再建に前向きに取り組め、こどもが健全に育つために必

要な支援を行います。 

 

推進項目                                                                  

① 安定的な自立に向けての継続的支援（県民生活部、福祉部） 

 

② 住宅の確保に関する支援（県民生活部、福祉部、都市整備部） 

 

③ 就業に関する支援（県民生活部、福祉部、産業労働部） 

 

④ ＤＶ被害者が同伴するこどもへの支援（県民生活部、福祉部、保健医療部） 

 

⑤ 子育てに関する経済的な支援（福祉部、保健医療部） 

 

⑥ 虐待の早期発見と安全確保（県民生活部、福祉部） 

 ア 虐待の早期発見・早期対応の推進 

 イ ＤＶ対応機関と児童虐待対応機関との連携強化 

 

 

施策の基本的な方向  

（８）民間団体との連携・協働等の充実 

 

 ＤＶ被害者の生活再建には、それぞれの事情に配慮した、迅速できめ細かな支援を行う

ことが必要になるため、様々な社会資源を活用することも重要です。そのため、民間の支

援団体等とも連携して支援を行います。 

 

推進項目                                                                   

①民間団体への支援並びに民間団体との連携及び協働の推進（県民生活部） 

 

②一時保護委託の積極的な活用（県民生活部） 
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基本目標 Ⅲ－２ 

 生活上の様々な困難への支援と多様性の尊重 
 

 

（現状と課題） 

 未婚・離婚の増加などによる単身世帯やひとり親世帯の増加、非正規雇用者の増加など

による雇用不安など、社会環境の変化により若年者から高齢者に至るまで経済的に困難を

抱えやすい人が増加しています。特に女性は、出産・育児による就業の中断や非正規雇用

の割合が高く、男性と比べ寿命が長く高齢期の単身生活が長いなど、貧困など生活上の困

難に陥りやすい傾向があります。あわせてこどもへの貧困の連鎖も課題となっています。 

 また、災害や感染症拡大時といった非常時は、社会的に弱い立場にある人々の生活に、

より深刻な影響をもたらしており、平時から、非常時・緊急時にも機能するセーフティネ

ットの整備を図っていく必要があります。 

 障害があること、外国人であることに加え、女性であることでさらに複合的に困難に置

かれている人々、性的マイノリティの人々が、自分らしく生きていけるよう、社会全体が

多様性を尊重する環境づくりを進めることが求められています。 

 

 

ひとり親世帯数の推移（県） 

 

資料：総務省「国勢調査」より作成 
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子供・ひとり親世帯の貧困率の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」より作成 

 

 

 

 

非正規雇用労働者の割合の推移（全国） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 13年までは総務庁「労働力調査特別調査」（各年 2月）より、 

平成 14年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）より作成 
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６０歳以上の年齢（１０歳階級）別の男女別割合（県） 

 
資料：県統計課「埼玉県町（丁）字別人口調査 令和３年 1 月 1 日現在結果報告」より作成 

 

 

外国人登録者数の男女別推移（県） 

 

資料：出入国在留管理庁「在留外国人統計」（各年 12月末日現在） 
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 施策の基本的な方向  

（１）困難を抱える女性への支援体制の充実 

 

 生活上の困難な問題の背景は個人により様々で、課題は多様化、複合化、複雑化してお

り、課題解決には中長期的な支援が求められます。とりわけ女性は、性暴力や性的虐待、

性的搾取等の性的な被害などにより遭遇しやすいことや、予期せぬ妊娠等の女性特有の問

題の存在、不安定な就労状況や経済的困窮、孤立などの社会経済的困難等に陥るおそれが

あります。こうした状況を踏まえ、困難な問題を抱える女性への支援に関する法律＊（以

下「困難女性支援法」という。）及び困難な問題を抱える女性への支援のための施策に関

する基本的な方針に基づき、当事者の意向に寄り添いながら、各支援ステージにおいて、

民間団体や関係機関とも連携しながら、包括的かつ切れ目のない支援を行います。 

 

推進項目                                                                   

① 支援の中核機関の機能強化（県民生活部、福祉部） 

 ア 女性相談支援センターの相談支援機能の充実 

 イ 女性自立支援施設の支援機能の充実 

 ウ 女性相談支援員の配置促進及び資質向上 

 エ 女性相談支援員を対象とした定例連携会議の実施 

 

② 市町村等における相談支援の資質向上を図るための研修機会の提供 

                                  （県民生活部）   

③ 民間団体への支援並びに民間団体との連携及び協働の推進（再掲） 

 

④ 関係機関との連携（再掲）（県民生活部、福祉部、関係部局） 

  

 

施策の基本的な方向    

（２）困難な問題を抱える女性への包括的かつ継続的な支援 
 

 困難女性支援法の基本理念を踏まえ、女性が抱える多様化、複合化及び複雑化した困難

に対し、女性の意思が尊重されながら、抱えている問題及びその背景、心身の健康の回復

のための援助、自立して生活するための援助等の多様な支援を包括的に提供します。年齢、

障害の有無、国籍など本人の状況に応じて支援します。 

 性的マイノリティについては、相談内容を踏まえ、可能な支援を検討します。 

 民間団体及び関係機関との連携・協働により、早期から切れ目なく継続的な支援を提供

します。 

 経済的に困難な女性などに対する相談体制の充実や自立に必要な技能の習得、個人のニ

ーズに合わせたきめ細かな就業情報の提供など自立や就労に対する支援を推進します。あ

わせて、貧困の連鎖を断ち切るために、生活困窮世帯及び生活保護世帯の子供への学習の

支援を行います。 

 女性が自らの意識と能力を高め、力をつけ、行動していくことができるよう、女性のチ

ャレンジを支援します。 
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推進項目                                                                   

① 女性の人権を尊重する県民意識の醸成（総務部、県民生活部、教育局、警察本部、関 

 係部局） 

 ア 女性に対する暴力根絶のための意識啓発（再掲） 

 イ 固定的性別役割分担意識の解消に向けた意識啓発（再掲） 

 ウ 生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利に基づく取組の促進 

 エ 性暴力被害防止についての教育・啓発 

 

② 相談窓口の周知及び啓発（再掲）（県民生活部） 

 

③ 相談支援の充実（県民生活部、福祉部、保健医療部） 

 ア 女性相談支援センター等における相談支援の充実 

 イ ＳＮＳ等を活用した相談の実施（再掲） 

 

④ 気軽に立ち寄れる居場所づくりの促進（県民生活部） 

 

⑤ 民間団体や関係機関と連携した早期の把握（県民生活部） 

 

⑥ 一時保護及び被害者への支援の充実（再掲） 

                  （県民生活部、福祉部、警察本部、関係部局） 

 ア 女性相談支援センター及び女性自立支援施設における支援 

 イ 一時保護委託の積極的な活用（再掲） 

 

⑦ 安定的な自立に向けての支援（県民生活部） 

 ア 女性相談支援センター及び女性自立支援施設における支援 

 イ 民間団体への支援並びに民間団体との連携及び協働の推進（再掲） 

 

⑧ 住宅の確保に関する支援（再掲）（県民生活部、福祉部、都市整備部） 

 ア 女性相談支援センター及び女性自立支援施設における支援 

 イ 生活困窮者自立支援法に基づく住居確保給付金の支給 

 ウ 住宅セーフティネット制度に基づく住宅確保要配慮者に対する支援 

 

 

⑨ 多様な職業能力の開発機会の提供（再掲）（産業労働部） 

 ア 女性の再就職に役立つ多様な資格・技能の取得、習得を支援する職業訓練の実施 

 イ 子育て世代に配慮した託児サービス付き職業訓練の実施 

 ウ 職業訓練の見学や女性向けセミナーにおける職業訓練の紹介による受講促進 

 

⑩ 女性の就業支援（県民生活部、産業労働部） 

ア 女性キャリアセンターなどにおける面談相談・電話相談・セミナーの開催（再掲） 

 

⑪ 新卒者やフリーター、若年無業者などの若者の就業支援（産業労働部） 
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⑫ パートタイム労働者など非正規雇用における雇用環境等の整備（再掲） 

                                （産業労働部） 

  ア 不本意非正規雇用者の正規雇用化の支援 

 イ 短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指

針（同一労働同一賃金ガイドライン）の周知など非正規雇用者の処遇改善の促進 

 

⑬ ひとり親家庭や経済的に厳しい状況にある家庭への支援（再掲） 

（県民生活部、福祉部、保健医療部、産業労働部、都市整備部） 

 ア 子育て・生活支援、就業支援、養育費の確保支援及び経済的支援の総合的な推進 

 イ ひとり親家庭に対する職業訓練の実施 

  

⑭ 経済的な支援（福祉部、保健医療部） 

 ア 生活保護の適切な実施（再掲） 

 イ 国民健康保険及び介護保険に関する取扱いの保険者への周知（再掲） 

 ウ 子育てに関する経済的な支援（再掲） 

 

⑮ ＤＶ被害者が同伴するこどもへの支援（再掲）（県民生活部、福祉部） 

 

⑯ 女性相談支援センター及び女性自立支援施設における退所後支援（県民生活部） 

 

⑰ 高齢者、障害者、外国人への支援（再掲）（県民生活部、福祉部） 

 

⑱ 医療機関などの専門機関との連携支援（再掲）（保健医療部） 

 

⑲ 生活困窮世帯・生活保護世帯の自立に向けた就労支援（福祉部、関係部局） 

 

⑳ 生活困窮世帯・生活保護世帯のこども子供に対する学習支援（福祉部） 

 

㉑ 家族の介護等を担っているケアラー*への支援（福祉部、教育局、関係部局） 

 

 

 施策の基本的な方向  

（３）高齢者がいきいきと活躍し、安心して生活できる支援 

 

 豊富な知識や経験を持つ高齢者が、自分自身の意欲や心身の状態に応じ、社会の担い手

として就業やボランティア活動など様々な分野において長く健康で活躍できることを目指

します。 

 高齢者が働ける場を増やすとともに、高齢者がこれまで蓄積した多様な知識、経験等を

生かした丁寧なマッチングにより、就業や起業を支援します。 

 高齢者が地域活動やボランティア活動に参加する機会を拡大するため、活動参加へのき

っかけづくりや情報発信などを進めます。 

 高齢者が家庭や地域で安心して暮らせる支援体制の整備を行います。 
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推進項目                                                                   

① 公民館などで実施される高齢者に対する生涯学習活動の促進や、多様な学習・活動ニ

ーズへの対応（教育局） 

 

② 高齢者が働きやすい職場づくりの推進（産業労働部） 

 

③ 高齢者の就業・起業支援（産業労働部） 

 

④ 高齢者の地域活動のきっかけづくりや情報提供（県民生活部、福祉部） 

 

⑤ 高齢者の健康づくりへの支援及び相談体制の充実（福祉部、保健医療部） 

 

⑥ 介護予防の促進（福祉部） 

 

⑦ 民間企業など多様な主体による生活支援サービス体制整備の促進（福祉部） 

 

⑧ 高齢者の福祉用具利用や住宅改修についての情報提供や相談体制の充実 

（福祉部、都市整備部） 

⑨ 高齢者虐待防止への対応（福祉部） 

 

⑩ 消費者の自立支援のための情報提供（県民生活部） 

 

 

 施策の基本的な方向  

（４）障害者、外国人、性的マイノリティなどの特別な配慮を必要とする人への支援 

 

 障害者、外国人、性的マイノリティなど、日常生活における自立や社会参画を行う上で

様々な困難な状況に置かれがちな方々が、その能力や意欲を発揮しながら活躍できるよう

支援を行っていきます。 

 社会全体が多様性を尊重する環境づくりに資するよう、人権教育や意識啓発を進めます。 

 

推進項目                                                                   

① 障害のある人への支援（福祉部、産業労働部、教育局、関係部局） 

ア 障害のある人などを地域全体で支える仕組みづくり 

 イ 障害を理由とする差別の解消と合理的配慮の提供に向けた啓発 

ウ 障害者の権利擁護・虐待防止対策の推進 

 

② 外国人への支援（県民生活部、産業労働部、関係部局） 

ア 外国人からの相談への対応 

イ 多言語による生活情報の提供 

ウ 外国人の日本語学習支援 

 エ 外国人留学生への支援 
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施策の基本的な方向  

（５）男女共同参画に関する国際理解、国際交流、国際協力の推進 

③ 性的マイノリティへの支援（県民生活部、教育局、関係部局） 

ア 性的マイノリティの権利尊重に向けた理解増進の取組及び相談体制の 

  充実                    

 イ 性的マイノリティが安心して生活でき、働きやすい環境づくり 

                              

ウ 地域や学校、企業などにおける性的マイノリティに対する偏見・差別などの人権

問題に関する啓発活動の実施  

 

④ 誰もが住みよいまちづくり 

（企画財政部、福祉部、県土整備部、都市整備部、関係部局） 

 

⑤ ユニバーサルデザイン*の推進（県民生活部、全庁） 

 

 

 

 

 

 国際社会における男女共同参画の推進に関する取組や様々な課題についての情報の収

集・提供や学習機会の充実を図ります。民間団体や県民における国際交流・国際協力を促

進するため、団体への情報提供や団体間のネットワーク化を充実するとともに、民間団体

などと協力・連携しながら国際協力を推進します。 

 

推進項目                                                                   

① 男女共同参画に関する国際的情報の収集・啓発（県民生活部） 

 

② 男女共同参画に関する国際的動向についての学習機会の提供 

（県民生活部、関係部局） 

 ア 男女共同参画推進センター（With You さいたま）における研修・講座などの実施 

 イ 独立行政法人男女共同参画機構（JGEPA（ジーパ））*との連携 

 

③ 県民主体の国際交流の推進（県民生活部） 

④ 国際交流団体・国際協力団体などによる男女共同参画に関する取組の促進  

（県民生活部） 

 ア 男女共同参画推進センター（With You さいたま）での男女共同参画の視点によ

り実施する自主活動・交流支援事業への支援 

 イ ＮＧＯ・ＮＰＯの国際交流、途上国の女性支援に配慮した国際協力への活動支援 

 

⑤ 地球環境の保全に対する国際協力・国際交流の推進（環境部） 
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  生涯を通じた男女の健康支援と命への配慮 

基本目標Ⅲ－３ 

 

 

（現状と課題） 

 性別を問わず、誰もが互いの身体的性差を十分に理解し合い、尊重し合い、個人として

の尊厳が守られることは、ジェンダー平等社会の大前提です。 

 心身の健康状態は、経済状態や生活環境、家族・夫婦間の関係など、個人を取り巻く様々

な社会的・環境的要因によって影響を受けますが、特に女性の心身の状態は、年代やライ

フサイクルに応じて大きく変化する特性があります。 

 固定的性別役割分担意識など、「男らしさ」「女らしさ」への過度な期待や偏見は、時

に、男女間の支配・従属関係など、不平等な関係性を生み出します。男性主導の避妊や性

行動から予期せぬ妊娠や性感染症*などによって女性の健康と権利が脅かされる事態も起

こっています。 

 男性においては、社会的な「男らしさ」の観念に生きづらさを感じる人もおり、健康を

害する生活習慣や、自殺、ひきこもりの割合が女性に比べて多いことが指摘されています。 

 働く世代の男性においては、長時間労働により健康への悪影響のリスクがあるほか、更

年期障害などの不調が男性にも起こり得ることは、軽視されがちです。 

 こうした中で、性別を問わず、適切な時期から性や健康に関する正しい知識を持つこと

や、性と生殖に関する自身の権利が守られ、主体的にライフデザイン（将来設計）や将来

の健康を考えた健康管理を行う（プレコンセプションケア）の考え方の定着が強く求めら

れます。 

 本県の健康寿命は、男女ともに延びており、生涯を通じた男女の健康を支援するための

総合的な対策を推進することが必要となっています。 

 

健康寿命の推移（県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※ 健康寿命 

     65歳に到達した人が健康で自立した生活を送ることができる期間（要介護 2以上になるまでの期間） 

資料：県健康長寿課調べ 

 

 

19.53 19.68 19.77 19.76 19.75 19.84 20.05 20.24 20.36 20.46 20.58 

16.58 16.74 16.85 16.84 16.85 16.96 17.19 17.40 17.57 17.64 17.73 

14

15

16

17

18

19

20

21

H21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 R1年

女性

男性

（年）

（年） 

要更新：データ４５ 

 

データ４５ 
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男女別自殺者数の長期的推移（県） 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」を基に作成（確定値） 

 

 

 

医師、歯科医師、薬剤師の女性の占める割合（県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 医師と歯科医師は、医療施設の従事者である。また、薬剤師は薬局・医療施設の従事者である。 

資料：厚生労働省「令和６年 医師・歯科医師・薬剤師統計」より作成 

 

 

 

総数 

男性 

女性 
要更新：データ４６ 

要更新：データ４７ 

 

データ４７ 

 

データ４６ 
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 施策の基本的な方向   

（１）生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利に基づく取組の促進 

 

 生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利についての考え方を広く社会に浸透・定着さ

せ、取組を促進します。 

 

推進項目                                                                  

① 生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利についての啓発・相談体制の実施  

（県民生活部、保健医療部） 

 

② 新たな生殖技術に対応し、生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利の尊重 

 の視点に立った妊娠・不妊等に係る情報提供（保健医療部） 

  ア 妊娠・不妊等に悩む夫婦などに対する相談の実施 

 

③ 教育・学習機会の充実（保健医療部、教育局） 

 ア 地域における健康教育の実施 

 イ 学習指導要領に基づく、発達の段階に応じた性に関する指導の実施 

 ウ 効果的な性に関する指導について、指導者研修会を実施 

 

 

施策の基本的な方向   

（２）生涯にわたる男女の健康の包括的な支援 

 

 男女がその健康状態に応じて的確に自己管理を行うことができるようにするための健康

教育、相談体制を確立するとともに、思春期、妊娠・出産期、更年期、高齢期など各ライ

フステージに応じた総合的な健康保持対策を推進します。  

 成育基本法*に基づき、成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し、必要な成

育医療等を切れ目なく提供するための施策を推進します。  

 働く女性の母性保護と健康管理について留意します。 

 

推進項目                                                                   

① 生涯を通じた健康保持・増進のための事業などの充実 

                         （県民生活部、保健医療部） 

 ア ライフステージに対応した健康診査、女性特有の心身の健康に関する相談、健康づ

くりの実施 

 イ 市町村の指導者養成講座の開催など、地域における主体的な健康づくりへの支援 

 ウ 予期せぬ妊娠等の悩みに対する相談の実施 

 

② 思春期における保健対策の推進（県民生活部、保健医療部、教育局） 

 ア 学習指導要領に基づく、発達の段階に応じた性に関する指導の実施（再掲） 

 イ 妊娠・出産に関する正しい知識（避妊や不妊、性感染症など）の普及啓発（中学生・

高校生等に向けた教育を含む。） 

391

392

393

394

395

396

397

398

399

400

401

402

403

404
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 ウ 喫煙防止、飲酒防止、薬物乱用防止の啓発活動・教育の推進  

 エ 食に関する指導を通じた心身ともに健康な児童生徒の育成 

 

③ 妊娠・出産期に関わる健康支援（保健医療部、関係部局） 

 ア 月経障害、不妊治療に係る相談・支援 

 イ 高齢出産や妊娠中に働く女性への支援 （P） 

 ウ 妊婦や乳幼児の健康についての情報提供の実施 

 エ 母子の生命や身体への影響の大きい周産期の医療体制の整備 

 オ 産後うつへの相談支援 

 

④ 成人期、高齢期における健康づくりの推進（保健医療部） 

 ア 市町村による健康づくりの取組支援 

 イ 生活習慣病、骨粗しょう症などへの対策 

 ウ 更年期障害への相談支援 

 エ 口腔機能低下、ロコモティブシンドローム（運動器症候群）等の予防 

 オ フレイル*の予防対策 

 

⑤ 生涯を通じた男女の健康に関する調査･研究（保健医療部） 

 

 

 

施策の基本的な方向   

（３）健康をおびやかす問題及び自殺についての対策の推進 

 

 エイズ・性感染症の相談及び検査を実施し、感染者の早期発見・早期治療につなげます。

また、正しい知識の普及啓発を図ります。 

 また、喫煙、飲酒による胎児や生殖機能への影響について情報提供を行います。 

 薬物乱用は、本人の身体及び精神の健康をむしばむだけでなく、家庭崩壊や犯罪の原因

になるなど安全な社会の基盤を揺るがしかねない行為であるため、薬物対策を行います。 

 学校教育においては、性に関する問題行動や薬物乱用の防止など、学校保健に関する現

代的課題に対応する教育を推進します。 

 自殺をした人の割合を男女別に見ると、男性が約７割で女性が約３割となっています。 

 男性においては「男性が主に稼ぐべき」といった固定的性別役割分担意識による重圧や、

孤立のリスクを抱えるおそれもあります。 

 一方、新型コロナウイルス感染症の拡大は、とりわけ女性に大きな影響を与えており、

生活不安やストレスの増大により、心の健康問題を抱えるなど、女性も自殺のリスクが高

まっています。（Ｐ） 

 「自殺は防ぐことができる」という基本認識を持てるよう、県民一人一人に普及啓発し

ていくとともに、メンタルヘルス対策を中心とした相談支援体制の充実を図ります。 

 また、家族等の自殺により遺された方々のケアやこれらの方々からの相談への対応を行

うとともに、自助グループの活動を支援します。 
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406
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415
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418
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推進項目                                                                  

① エイズ・性感染症の予防啓発と早期発見の推進（保健医療部） 

 

② 児童生徒の発達の段階に応じた適切な性に関する指導の推進（再掲）（教育局） 

 

③ 薬物乱用対策の推進（県民生活部、福祉部、保健医療部、教育局、警察本部） 

 

④ 喫煙・飲酒による胎児や生殖機能への影響に関する情報提供（保健医療部） 

 

⑤ 自殺防止に向けた普及啓発の推進（保健医療部、産業労働部） 

 ア 家族や周囲の人たちが自殺のサインに気付くことができるような教育・広報など

の実施 

 イ ストレスチェックの実施など、働く場におけるメンタルヘルスケアの重要性 

  の普及啓発 

 

⑥ 自殺防止に向けた相談支援の充実（県民生活部、保健医療部、産業労働部） 

 ア 働く人のメンタルヘルス相談*の実施 

 イ 事業者、労働者への相談窓口の情報提供 

 ウ 失業・多重債務・法律問題などに関する相談体制の充実 

 エ 女性の心の問題に対する地域の保健事業・相談事業の実施 

 

⑦ 自殺対策に取り組んでいる民間団体との連携やボランティア活動への支援 

（保健医療部） 

 

⑧ 遺族・周囲の人たち、自殺未遂者などへの支援（保健医療部） 

 ア 遺された人たちや周囲の人たちへの相談体制の整備 

 イ 遺族のための自助グループへの活動支援 

 

 

施策の基本的な方向                           

（４）スポーツ分野における男女共同参画の促進 

 

 生涯にわたる健康を確保するためには、運動・スポーツ習慣の有無が密接にかかわりま

すが、男性に比べ、女性の運動・スポーツ習慣の割合が低い状況にあります。そのため、

女性のスポーツ参加を促進するための環境整備を行います。 

 また、女性特有の課題に対応した競技環境の整備や競技力向上の支援を推進するととも

に、女性指導者の育成を進めます。 

 

推進項目                                                                   

① 一人一人のライフステージに応じたスポーツ活動の推進（県民生活部） 

 

② 多様なスポーツの推進（県民生活部） 
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428
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③ 手軽にスポーツが始められる環境づくり（県民生活部） 

 

④ ジュニア期からの選手育成を基盤とする競技力向上の体制づくり（県民生活部） 

 

⑤ スポーツ科学による女性アスリート支援（県民生活部） 

 

⑥ スポーツ分野におけるセクシュアル・ハラスメントの防止（再掲）（県民生活部） 

 

⑦ 女性スポーツ指導者の育成（県民生活部） 

 

⑧ 運動部活動における女子生徒への適切な支援（教育局） 

 

 

 施策の基本的な方向   

（５）医療分野における女性の参画拡大 

 

 医療従事者については、既に女性の割合が高い業種も含め、医師、看護師、助産師、薬

剤師、医療技術者等のワーク・ライフ・バランスの確保、女性の就業継続・復職支援を進

めるとともに、生涯にわたる女性の健康づくりを支援するためにも、政策・方針決定過程

への女性の参画拡大を働きかけます。 

 女性医師の活躍促進や、看護師の職場環境の改善に取り組む医療機関などを支援し、離

職の防止や職場への定着を進めるとともに、復職を支援します。 

 

推進項目                                                                  

① 女性医師に対する就業支援策の推進（保健医療部） 

 

② 医師等に対するキャリア形成の支援（保健医療部） 

 

③ 看護師の質的・量的な確保・養成（保健医療部） 

 

④ 看護師の定着・就業の支援（保健医療部） 

 

⑤ 離職した看護師の復職支援（保健医療部） 

 

⑥ 助産師の活躍の推進（保健医療部） 

 

⑦ 医療機関や医療関係団体等における意思決定過程の場への女性の登用促進 

（県民生活部、保健医療部） 
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基本目標 Ⅲー４ 

 男女共同参画の視点に立った防災対策の推進 

 

（現状と課題） 

 近年、災害の激甚化・頻発化が指摘されており、全国でも比較的自然災害が少ない本県

においても、災害対応は歴史的課題の一つとなっています。 

 災害時に人々に起こる困難は、地震や風水害などの自然災害そのものによる直接的な被

害（人的被害や家屋等生活基盤の損失）だけではなく、災害対応における社会のあり方に

より生じる困難もあります。 

 例えば、平常時における固定的性別役割分担意識を反映して、災害時には、平常時以上

に家事・育児・介護等の女性への集中や、配偶者等からの暴力（ＤＶ）や性被害・性暴力

のリスクが高まることが過去の被災地の例からも指摘されています。そのため、日頃から

男女共同参画の視点を踏まえた防災対策が強く求められます。 

 こうした観点から、防災・災害復興時における意思決定過程や現場における女性の参画

拡大が、ますます求められることから、県や市町村防災会議における委員や消防団員、自

主防災組織などへの女性の参画促進を図っていく必要があります。 

 

 

 

消防団員の女性の割合の推移（県） 

 

                                            資料：県消防課調べ 
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（％）

（年度）

（人） 

要更新：データ４８ 

データＰ４８ 
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       県・市町村防災会議における女性委員の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」 

       （令和７年度）より作成 

 

 

自主防災組織の組織率の推移（県） 

年度 平成２８ 平成２９ 平成３０ 令和１ 

組織率（％） ８９．８ ９０．４ ９０．９ ９１．４ 

資料：県危機管理課調べ 

 

 

 

施策の基本的な方向    

（１）防災・災害復興時における意思決定過程への女性の参画拡大 

 

 防災や災害復興時における多様なニーズやリスクを反映した防災対策の実施により地

域の防災力向上を図るため、防災・災害復興時に関する政策・方針決定過程への女性の参

画を拡大します。 

 

推進項目                                                                     

① 埼玉県防災会議における女性の登用推進（危機管理防災部） 

 

② 市町村防災会議における女性の登用への働きかけ 

（県民生活部、危機管理防災部） 

 

③ 災害復旧事業計画の策定過程への女性の参画（全庁） 

 

④ 市町村における消防吏員の女性の採用・登用促進（危機管理防災部） 

 

⑤ 消防団への女性の入団・活躍促進（危機管理防災部） 

84.9%

15.1%

埼玉県

(計73人)

87.8%

12.2%

市町村

(計2,016人)

女性(11 人) 

男性(62 人) 

女性(246 人) 

男性(1770 人) 

要更新：データ４９ 

データ５１ 

要更新：データ５０ 

 

データＰ４９・５０ 
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 施策の基本的な方向    

（２）防災訓練や自主防災組織などにおける男女共同参画の推進 

 

 地域の防災訓練や自主防災組織の活動など、現場における女性の参画拡大を図るととも

に、防災対策における男女（ジェンダー）のニーズの違いや女性への配慮など男女共同参

画の視点を踏まえた意識啓発を図ります。 

 

 推進項目                                                                     

① 自主防災組織への女性の参画促進（危機管理防災部） 

 

② 防災セミナー、防災出前講座などでの意識啓発 

（県民生活部、危機管理防災部） 

 

③ 各種防災訓練への女性の参画促進と女性の視点を取り入れた訓練の実施 

（危機管理防災部） 

 

④ 災害復旧活動における女性の参画（全庁） 

 

 

 施策の基本的な方向    

（３）男女共同参画の視点に立った防災・復興体制の充実 

 

 女性に配慮した地域防災計画の策定や、男女のニーズに広く対応した避難所の設置・運

営などのマニュアルの整備・充実を図ります。 

 大規模災害時には、女性に対する暴力の防止や妊婦などに配慮した女性相談窓口の設置

を行います。 

 避難所における、女性の視点を十分に踏まえた設置・運営の支援を行うとともに、県外

からの避難者についても女性に配慮した受入れ態勢を構築します。 

 

推進項目                                                                   

① 男女共同参画の視点を踏まえた地域防災計画の策定 

（県民生活部、危機管理防災部） 

 

② 女性に配慮した帰宅困難者対策の構築（県民生活部、危機管理防災部） 

 

③ 女性や子育てに配慮した避難所の開設・運営体制の支援 

（県民生活部、危機管理防災部、関係部局） 

 

④ 大規模災害時における女性を対象とした相談窓口の設置（県民生活部） 

 

⑤ 男女（ジェンダー）の視点を踏まえた避難所の開設・運営の支援 

（県民生活部、危機管理防災部、関係部局） 

 ア 男女（ジェンダー）のニーズの違いに配慮した物資の備蓄 
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 イ 男女（ジェンダー）に配慮した避難所の開設・運営方法の周知 

 ウ 固定的性別役割分担意識によらない避難所運営の促進 

 

⑥ 女性に配慮した県外からの避難者の受入れ態勢の支援 

（県民生活部、危機管理防災部、関係部局） 

 

⑦ 男女共同参画の視点を踏まえた市町村の地域防災計画の策定支援 

（県民生活部、危機管理防災部） 
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目指す姿Ⅳ ジェンダー平等・男女共同参画社会の実現に向けた     

      意識改革・教育の推進 
 

（目指す姿） 

○ 男女共同参画社会の実現に向け、固定的性別役割分担意識やアンコンシャス・バイア

ス（無意識の思い込みや偏見）への理解と解消に向けた取組の重要性が、県民の間で浸透

しています。 

○ 家庭や地域、職場、学校、メディアなどのあらゆる場を通じて、幼児から高齢者に至

る幅広い層を対象に、ジェンダー平等や男女共同参画について理解を深める機会が充実

しています。 

○ 学校現場においては、性別にかかわりなく、一人一人の個性に応じ、進路や就職にお

いて、多様な選択を可能とする指導が行われています。 

○ 生涯を通じて男女共同参画に関する学習機会が提供され、「教育、仕事、老後」とい

う単線型の人生設計ではなく、ライフステージに応じた様々な働き方、学び方、生き方の

選択ができるようになっています。 

 

基本目標 Ⅳ－１ 
 
固定的性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアス（無意識の思い込

みや偏見）の解消  
 

 

（現状と課題） 

 県の男女共同参画に関する意識・実態調査（令和７年度）では、男女の地位の平等感に

ついて、「社会通念や風潮」や「社会全体」などで男女とも不平等感が強い傾向が続いて

います。この背景には、長年にわたり人々の中に形成された固定的性別役割分担意識やア

ンコンシャス・バイアス（無意識の思い込みや偏見）があることが挙げられます。 

 一方で、同調査の「男は仕事、女は家庭」といった固定的性別役割分担意識を問う設問

について、令和２年度までは増加していた、固定的役割分担に《同感しない（合計）》（「同

感しない」、「どちらかといえば同感しない」の合計）の割合が、今回調査では減少に転

じる揺り戻しの現象もみられました。 

 性別に対する意識や思い込み、偏見などは誰にでもあることを理解して、その影響を極

力なくしていこうとする一人一人の意識や社会の在りようが強く求められています。 

 新聞・テレビ・ラジオ・インターネットなどのメディアが公衆に表示する情報が、県民

の意識形成に大きな影響を与えます。人は、自身の意見を肯定する特定の情報のみを収集

したり、類似の思想を持つ者同士で集まる傾向があり、昨今は、ＳＮＳの利用がその傾向

に拍車をかけていると言われます。それにより偏見や差別的志向が拡散されたり増幅され

る懸念も指摘されていることから、各メディアが連携しながら積極的に情報発信をしてい

く必要があります。 

 また、公衆に情報を表示する場合、固定的性別役割分担や女性に対する暴力を助長又は

連想させるような表現に十分留意するよう、県が率先して取組を進めるとともに、メディ

アにおける自主的な取組を促進する必要があり、公衆に表示される情報について、男女共

ｙ 
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同参画の視点から県民自身が主体的に読み解き、自己発信できる能力を養うことが求めら

れています。 

 

男女の地位の平等感 

 

資料：県男女共同参画課「令和７年度男女共同参画に関する意識・実態調査」 

 

 

 

 

 

 

要更新：データ５２ 

 

データ５２ 



56 
 

ｎ　　

全体 (2,221)
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1.4
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0.4

(%)

 

性別役割分担意識（県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：県男女共同参画課「令和７年度男女共同参画に関する意識・実態調査」 

 

 

 

 

新聞・通信社における記者の女性割合の推移（全国） 

 
資料：内閣府男女共同参画局「女性の政策・方針決定参画状況調べ」より作成 
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要更新：データ５３ 

要更新：データ５４ 3,180 3,277 3,520
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データ５４ 

 

データ５３ 
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施策の基本的な方向 

（１）固定的性別役割分担意識の解消に向けた広報・啓発活動の推進 

 

  固定的性別役割分担意識の解消に向けて、県が広報物の活用やホームページ等での発信

を通じて、事業者や県民に対して広報・啓発活動を積極的に展開するとともに、事業者や

県民による自主的な取組の促進を図ります。 

 その際、各種メディアの幅広い活用を図ります。 

 

推進項目                                                                   

① 調査による実態把握を通じた、働く場・家庭・地域における慣行（社会通念・習慣・

しきたり）や法制度などの見直しの促進（県民生活部） 

 

② 男女共同参画社会の実現に向けた意識啓発事業の推進（県民生活部） 

 ア 事業者、行政職員に対する意識啓発 

 イ 男性を対象とする事業の充実 

 ウ 男女共同参画推進センター（With You さいたま）による講師派遣や講座の実施 

 エ 男女共同参画推進の功績に対する表彰制度の実施 

 

③ 男女共同参画の視点に立った県の広報物等の活用による広報・啓発活動（県民生活部、

全庁） 

 

④ 各種メディアの幅広い活用による広報・啓発活動（県民生活部、全庁） 

 

⑤ 事業者・民間団体・県民と連携した広報・啓発活動（県民生活部、全庁） 

 ア 男女共同参画推進センター（With You さいたま）を拠点とする広報・啓発活動 

 

 

 施策の基本的な方向  

（２）男女共同参画に関する法制度や救済制度の活用能力の向上及び相談・情報提供 

  による支援 

 

 男女共同参画に関する法制度や救済制度の積極的な活用を促進するため、誰にでも理解

できるよう広報を行い、法的識字能力（リーガル・リテラシー）*の向上に向けて学習機会

の充実を図ります。その際、高齢者、障害者、外国人など、情報を得にくい人に配慮しま

す。 

  さらに、相談内容に応じた法制度や救済制度についての助言、情報提供、関係機関との

連携などによる総合的な支援を行います。 

 

推進項目                                                                   

① 男女共同参画に関する情報提供及び学習機会の提供（県民生活部）（P） 

 ア 男女共同参画推進センター（With You さいたま）を活用した学習機会の提供（P）  
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② 相談・救済体制の充実（県民生活部、関係部局） 

 ア 男女共同参画推進センター（With You さいたま）における電話・面接相談、弁護

士・カウンセラーによる専門相談、インターネット相談の実施 （P） 

 イ 社会的・文化的に形成された性別（ジェンダー）の視点を養う相談担当者の研修の

実施 

 ウ 男女共同参画苦情処理制度の活用（再掲） 

 

 

 施策の基本的な方向   

（３）ジェンダー主流化の視点を取り込んだ企画立案及び実施の推進 

 

 あらゆる施策にジェンダー主流化の視点を盛り込んでいくため、男女共同参画や性差の

現況を客観的に把握できるよう、統計の設計や結果の表し方などの見直しや、統計情報な

どの収集・整備・提供の充実を図るなど、その促進を図ります。 

 県のあらゆる施策について、男女が等しくその効果を享受できるよう、ジェンダー主流

化の視点を取り込んだ施策の企画立案及び実施を推進します。 

 また、県施策の企画・立案、実施後の状況について、ジェンダー主流化の視点から企画・

立案・実施の推進を図り、取組に対する配慮の度合いを評価することを通じ、ジェンダー

平等に向けた県政運営を目指します。 

 

推進項目                                                                  

① 男女共同参画に関する統計情報や出版物の収集・整備・提供（県民生活部） 

 ア 男女共同参画推進センター（With You さいたま）を拠点とする情報収集・提供 

 イ 男女共同参画関連施策の推進状況に関する年次報告の作成・公表 

 

② 男女共同参画に関する意識や実態の把握（県民生活部） 

 ア 男女共同参画に関する意識・実態調査の実施 

 イ 男女共同参画推進センター（With You さいたま）で行う調査・研究 

 

③ ジェンダー主流化の視点による施策の企画・立案・実施の推進 （県民生活部、全庁） 

  ア  企画立案時等におけるジェンダー主流化によるチェックの実施  

 イ ジェンダー主流化推進監による県庁内各部局等における取組みの統括   

 ウ 男女共同参画等推進員等による県庁内各課所における取組の推進 

 エ  ジェンダー主流化配慮度評価の実施 

 

④ 市町村等と連携したジェンダー主流化の取組の推進（県民生活部） 

 ア ジェンダー主流化の取組に関する情報提供等 
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 施策の基本的な方向  

（４）メディアにおける男女の人権、とりわけ女性の人権を尊重する自主的な取組   

  への働きかけ  

  

 固定的性別役割分担意識や女性に対する暴力を助長したり連想させたりするような表現

については、十分留意することが求められます。これらを助長又は連想させるような表現

の排除に向けた社会的気運の醸成を図るため、広報・啓発や学習機会の充実を図ります。 

男女の人権、とりわけ女性の人権を尊重する視点に立った自主研修の実施や、企画・制作・

編集方針決定の場へ女性を参画させるなどするよう、メディアに対し協力を働きかけます。 

 

推進項目                                                                    

① メディアにおける男女の人権、とりわけ女性の人権の尊重に向けた自主的な取組への

働きかけ（県民生活部、関係部局） 

 

② 情報を制作・発信する側の企画、制作、編集など方針決定の場への女性の参画の促進

（県民生活部、関係部局） 

 

③ 情報活用能力（メディア・リテラシー*）に関する講座等の開催による普及啓発 

  （県民生活部、関係部局） 

 

 

 施策の基本的な方向 

（５）人権を侵害するような性・暴力表現を扱ったメディアからの青少年などの保護 

 

  人権を侵害するようなメディアでの性・暴力表現への対応として、法令等に基づき、対

策を講じます。 

  その際、インターネットなどのメディアへの対応や、児童の権利保護、青少年の健全育

成の観点に配慮します。 

 

推進項目                                                                   

① 人権を侵害するような性・暴力表現を扱ったメディアからの青少年などの保護の推進

（県民生活部、警察本部） 

  ア 埼玉県青少年健全育成条例に基づく有害な環境に対する規制・業界への指導（再掲） 

  イ 児童買春・児童ポルノ禁止法に基づく対策の推進 

 ウ インターネットなどを利用したわいせつ事案などの犯罪の取締り 

 エ いわゆるアダルトビデオ出演問題・「ＪＫビジネス」問題等、若年層を対象とした

性暴力被害に対する予防啓発の推進  
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基本目標 Ⅳ－２ 

 男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実 

 

（現状と課題） 

 男女共同参画社会の形成を阻害する大きな要因として、働き方・暮らし方の根底に長年

にわたり人々の中に形成された固定的性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアス（無

意識の思い込みや偏見）があることが挙げられます。 

 男性像や女性像といった性別に対する期待や態度は、社会的な慣習や、地域や身近な人

間関係の中で無意識のうちに形成されるため、世代や性別を問わず、無意識の思い込みに

気づき意識を変えていく取組が極めて重要になります。 

 近年、デジタル端末の活用が低年齢化し、ＳＮＳの利用により、性差別を助長する偏っ

た情報や性に関する誤情報など、こどもの心身の成長にとって有害な情報に早期から接す

る機会が増えています。他人の人権を侵害するような情報の拡散など、深刻な加害・被害

が懸念されるところです。 

 こどもの頃から、男女が共に一人の自立した人間として互いの人格や個性を尊重しあう

態度を養うとともに、性別にかかわりなく、一人一人の個性や能力を発揮して自らの意思

によって行動できることや情報活用能力（メディア・リテラシー）を身に着けることが強

く求められています。家庭や地域においても男女共同参画に関する学習機会の充実を図

り、子供への接し方も含め、男女共同参画の視点に立った行動を促進していく必要があり

ます。 

 

          県内高等学校卒業者（現役）の進路（令和６年 3 月卒業者） 

 

資料：文部科学省「令和６年度学校基本調査」より作成 
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要更新：データ５６ 要更新：データ５５ 

 

データ５５・５６ 
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（大学） 

（短大） 

（単位：％） 

 

         大学・短期大学入学者の専攻分野別構成（全国） 

 

 

 

 
資料：文部科学省「令和 6 年度学校基本調査」より作成 

 

 

 

男女共同参画社会の実現のために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：県男女共同参画課「令和７年度男女共同参画に関する意識・実態調査」 

 

人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健 家政 教育 芸術 その他

女性
(287,913人)

19.0 25.5 1.8 4.9 2.9 17.3 5.4 9.3 4.5 9.3

男性
(339,127人)

8.7 37.7 3.9 22.2 2.9 7.5 0.5 5.5 1.8 9.3

専攻分野

性別

人文科学 社会科学 教養 工業 農学 保健 家政 教育 芸術 その他

女性
(40,055人)

8.9 9.3 1.3 0.4 0.4 7.0 19.6 40.2 4.4 8.6

男性
(5,530人)

11.2 23.1 0.4 18.8 4.2 6.3 8.9 13.5 5.4 8.2
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要更新：データ５７ 

※実際の図と違う 

要更新：データ５９ 

要更新：データ５８ 

※実際の図と違う 
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 施策の基本的な方向  

（１）男女共同参画の視点に立ったジェンダー平等教育の推進 

 

 学校教育は、男女共同参画の意識を育てる重要な場であることから、人権尊重を基盤と

したジェンダー平等観の形成を促進するため、男女共同参画及びジェンダー平等の視点に

立った教育を推進します。 

 

推進項目                                                                  

① 学校教育におけるジェンダー平等教育の推進（総務部、教育局） 

 ア 学習指導要領に基づく、発達の段階に応じた性に関する指導の実施 

 イ 人権感覚育成プログラム*の実践による人権感覚の育成 

 ウ 人権尊重やジェンダー平等の重要性、男女の相互理解と協力、家庭生活や働く場に

おける男女共同参画の大切さなどの教育活動全体を通じた指導の充実 

 エ 男女が協力して家族の一員としての役割を果たし、より良い家庭を築けるような家

庭科教育の充実 

 オ 教育活動の様々な場面での性別に基づく固定的な役割分担意識の見直し 

  カ 性に関する知識や態度と生命の尊さなどを関連付けて学ぶ生命（いのち）の安全教 

  育の推進（再掲） 

 

② 女性学・ジェンダー学を含む男女共同参画・ジェンダーに関する調査・研究などの充 

 実                                                     （県民生活部、関係部局） 

 

③ 教職員などに対する意識啓発及び研修の充実（総務部、教育局） 

 ア ジェンダー平等意識を高めるための教職員研修の充実 

 イ セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進 

 

 

 施策の基本的な方向  

（２）男女共同参画の視点に立った家庭教育の促進 

 

 幼少の頃から男女共同参画の意識を育むためには、家庭教育が大きな役割を果たしてい

ます。固定的性別役割分担意識にとらわれない家庭教育が促進されるよう、男女共同参画

の視点に立った広報・情報提供や学習機会の充実を図ります。 

 

推進項目                                                                  

① 男女共同参画の視点に立った家庭・地域教育の推進（県民生活部、教育局） 

 ア 男女共同参画推進センター（With You さいたま）における講座・研修事業の 

  実施 

 イ 「親の学習*」などの家庭教育支援の充実 

 ウ 学校応援団*の推進 

 

② 家庭教育に関する情報提供や学習機会の充実（教育局） 

507
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 ア 家庭教育アドバイザーの活用 

 

 

 施策の基本的な方向  

（３） 男女共同参画を推進し多様な選択を可能とする学習の推進 

 

 男女共同参画の意識を広く浸透させるために、男女共同参画に関する学習機会を充実し

ます。 

 さらに、女性があらゆる分野に参画する力をつけるために、生涯にわたる様々な学習機

会の充実を図ります。 

 国際社会における男女共同参画の推進に関する取組や様々な課題についての情報の収

集・提供や学習機会の充実を図ります。 

 

推進項目                                                                   

① 男女共同参画に関する学習機会の充実（県民生活部、関係部局） 

 ア 男女共同参画推進センター（With You さいたま）などにおけるライフステージに

応じた研修や講座の開催 

 イ 県民の視点に立ったウェブサービスの運営、インターネットを活用した情報提供の

拡充 

 

② 人材の育成（県民生活部、関係部局） 

 ア 地域リーダーの育成と活用（再掲） 

 イ 男女共同参画推進センター（With You さいたま）などの講座・研修事業に 

  よる人材育成を通じた地域での男女共同参画の活動促進 

 

③ 女性のキャリア形成支援（県民生活部、教育局、関係部局） 

 ア 男女共同参画推進センター（With You さいたま）などにおける女性のキャリア形

成支援 

 イ 生涯学習ステーション*による人材登録制度の紹介や学習情報の提供 

 

④ キャリア教育*の推進（県民生活部、教育局） 

 ア 理工系分野など多様な進路への理解・関心の向上 

 イ キャリア形成のために必要な能力や態度を育成 

 ウ 職業体験活動の機会の提供 
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